
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf
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令和4年度税制改正の概要

【法人課税】5G投資促進税制の一部見直しと延⾧

１．改正の概要

２．改正の内容

３．適用時期

【消費課税】インボイス経過措置期間における棚卸資産に係る調整

１．改正の概要

２．改正の内容

 棚卸資産に係る消費税額の調整は、免税事業者が課税事業者となった課税期間において、その棚卸
資産を仕入れたものとみなして行われるため、免税事業者等から仕入れた棚卸資産については、この
期間に応じて調整税額を区分する必要がありました。
 しかし、免税事業者がこうした区分管理を行うことが困難であると想定されることから、課税仕入
の対象が適格請求書発行事業者なのか免税事業者等なのかに関わらず、棚卸資産に係る消費税額の全
額を仕入税額控除の対象とすることができることとされました。

令和5年10月1日～令和8年9月30日 仕入税額相当額の80％

令和8年10月1日～令和11年9月30日 仕入税額相当額の50％

 インボイス移行に係る免税事業者等からの仕入れに係る経過措置の期間（令和5年10月1日～令和11
年9月30日）において、免税事業者から課税事業者となる場合に、その免税事業者であった期間中に免
税事業者等から行った仕入れに係る棚卸資産についても、その消費税額の全額を仕入税額控除できる
ようになります。

 現行では経過措置の期間中における免税事業者からの仕入れについては、次の金額を仕入税額とみ
なして控除されることになっています。

 ５Gインフラに係るベンダーの多様化と基地局のオープン化に資する形で、効果的に５Gインフラを
整備するための所要の見直し（主に要件緩和、範囲拡大）を行った上、適用期限が2022年（令和4
年）3月31日から３年間延⾧されます。但し、税額控除率については段階的に引き下げられることにな
ります。

 令和7年3月31日までの間に特定高度情報通信用認定等設備の取得等をし、国内にある事業の用に供
した場合等に適用されます。

 認定特定高度情報通信技術活用設備の取得又は製作若しくは建設をして、これを国内にある事業の
用に供した場合（貸付けの用に供した場合を除きます。）には、その事業の用に供した事業年度にお
いて、特別償却と税額控除のいずれかの税制優遇措置を受けることができます。


